
①　第1614号　（毎月20日発行） 平成29年2月20日

　日立商工会議所では、中小企業施策をはじめ地域
産業振興策などについて、様々な機会を通じ国等へ
要望・提言活動を行っております。会員数を増やし
組織力を強化させ多くの経営者の声を集約し、実現
に向け推進したいと考えております。
　取引先やお知り合いで、商工会議所への入会をご
希望されている方や、未加入の方を是非ご紹介くだ
さい。

■永年勤続優良社員等表彰式・会員交流会
■日本商工会議所の動き/商工会議所の動き
■早期景気観測（LOBO)調査
　平成28年度第３四半期結果
■産業製品フェア・技術展示会への出展を支援します/
　特定退職金共済制度のご案内
■相談所だより
　経営安定特別相談室/専門相談会
　自治・振興金融・マル経制度
■彩の国ビジネスアリーナ出展/花見茶屋等出店者募集/
　職場体験事業受入事業所募集
■リレー随想（その200）
■会員探訪
■会議所インフォメーション
　貸会場案内/役員議員紹介『素顔』
■国・県・市等からのお知らせ
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No.1614

2017

かいぎしょNEWS新年号企画で当所役員・議員の選んだ市内のお勧めの場所（その⑩）
：浜の宮らせん橋と6号バイパス

国道6号バイパスと市街地（東町）を接続するらせん橋。

日立商工会議所をご利用ください

会員増強運動実施中!!

問合せ：総務課

鈴木昇



③　第1614号　（毎月20日発行） 平成29年2月20日 第1614号　（毎月20日発行） 平成29年2月20日　②

　２
月
８
日
、
ホ
テ
ル
天
地
閣
に
て

会
員
事
業
所
か
ら
推
薦
さ
れ
た
永
年

勤
続
社
員
、
も
の
づ
く
り
匠
と
優
良

会
員
を
表
彰
し
ま
し
た
。

　こ
の
表
彰
は
、
当
所
会
員
サ
ー
ビ

ス
委
員
会（
白
土
仙
一
郎
委
員
長
）が

主
管
と
な
り
、
会
員
事
業
所
に
永
年

勤
続
し
、
成
績
優
秀
で
他
の
模
範
と

な
る
社
員
や
、
も
の
づ
く
り
に
卓
越

し
た
技
能
者
を
毎
年
表
彰
し
て
い
る

も
の
で
す
。

　ま
た
、
優
良
会
員
表
彰
は
、
新
技

術
開
発
や
独
創
的
な
技
術
革
新
、
経

営
手
法
等
が
関
係
省
庁
や
業
界
団
体

に
認
め
ら
れ
高
い
評
価
を
得
た
会
員

事
業
所
を
表
彰
す
る
も
の
で
す
。

　今
年
度
は
東
日
本
大
震
災
に
よ
り

甚
大
な
被
害
を
受
け
な
が
ら
も「
う
の

し
ま
ヴ
ィ
ラ
」と
し
て
事
業
を
再
開
し
、

宿
泊
施
設
の
ほ
か
カ
フ
ェ
ダ
イ
ニ
ン

グ
ス
ペ
ー
ス
、
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ス
ペ

ー
ス
な
ど
を
新
設
し
、
利
用
者
の
す

そ
野
を
広
げ
る
工
夫
を
す
る
な
ど
、

今
後
の
観
光
施
設
の
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ

ル
と
し
て
地
元
業
界
へ
好
影
響
を
与

え
た
と
し
て
、
有
限
会
社
鵜
ノ
島
温

泉
旅
館
を
表
彰
し
ま
し
た
。

　こ
の
日
は
、
小
川
春
樹
日
立
市
長
、

岡
部
光
雄
市
議
会
議
長
、
大
場
由
雄

日
立
公
共
職
業
安
定
所
長
を
来
賓
に

迎
え
、
永
年
勤
続
社
員
43
名
、
も
の

づ
く
り
匠
１
名
、
優
良
会
員
１
社
に

秋
山
会
頭
か
ら
表
彰
状
が
授
与
さ
れ

ま
し
た
。

　式
辞
で
秋
山
会
頭
は「
受
章
さ
れ
た

皆
様
は
、
永
年
に
わ
た
り
、
誠
心
誠
意
、

職
務
に
精
励
さ
れ
、
成
果
を
収
め
ら
れ
、

後
進
の
指
導
育
成
に
も
大
き
な
役
割

を
果
た
し
て
こ
ら
れ
ま
し
た
。
ま
た
、

企
業
並
び
に
業
界
の
発
展
は
、
何
よ

り
も
皆
様
方
の
ご
活
躍
の
賜
物
で
あ

り
ま
す
。
心
か
ら
敬
意
を
表
し
、
感

謝
申
し
あ
げ
ま
す
。
優
良
会
員
の
受

章
に
つ
き
ま
し
て
は
、
こ
れ
ま
で
の

取
組
み
が
高
く
評
価
さ
れ
、
地
域
や

業
界
の
振
興
に
対
す
る
ご
尽
力
に
よ

る
も
の
で
す
。
大
変
頼
も
し
く
、
今

後
も
期
待
し
て
い
る
と
こ
ろ
で
す
。

こ
れ
ま
で
に
培
っ
て
こ
ら
れ
た
知
識

や
経
験
、
技
能
、
技
術
を
、
あ
と
に

続
く
人
た
ち
の
育
成
に
役
立
て
て
い

た
だ
く
と
と
も
に
、
職
場
の
リ
ー
ダ

ー
と
し
て
、
ま
た
業
界
の
先
導
者
と

し
て
卓
越
し
た
洞
察
力
と
指
導
力
を

遺
憾
な
く
発
揮
さ
れ
、
事
業
所

を
は
じ
め
業
界
そ
し
て
日
立
市

の
発
展
に
ご
尽
力
い
た
だ
け
る

こ
と
を
ご
期
待
申
し
あ
げ
ま
す
」

と
受
章
者
を
称
え
ま
し
た
。

　優
良
会
員
を
受
章
し
た
原
田

実
能
社
長
は「
今
回
の
受
章
を
機

に
日
立
の
魅
力
を
発
信
で
き
る

場
と
し
て
、
こ
れ
か
ら
も
頑
張

っ
て
い
き
た
い
」と
話
し
ま
し
た
。

　ま
た
、
表
彰
式
に
続
い
て
行

わ
れ
た
会
員
交
流
会
に
は
、
会

員
事
業
所
関
係
者
１
３
３
名
が

参
加
し
、
第
87
回
都
市
対
抗
野
球
大

会
で
準
優
勝
に
輝
い
た
日
立
製
作
所

野
球
部
の
和
久
井
勇
人
監
督
、
田
中

俊
太
選
手
と
菅
野
剛
士
選
手
に
よ
る

ト
ー
ク
シ
ョ
ー
や
お
楽
し
み
抽
選
会

を
楽
し
み
ま
し
た
。

第
62
回 

永
年
勤
続
優
良
社
員

第
16
回 

も
の
づ
く
り
匠
表
彰
式

第
10
回 

優

　良

　会

　員

第
62
回 

永
年
勤
続
優
良
社
員

第
16
回 

も
の
づ
く
り
匠
表
彰
式

第
10
回 

優

　良

　会

　員

表

彰

式

を

開

催

表

彰

式

を

開

催

会
員
交
流
会
に
１
２
０
名
が
参
加

会
員
交
流
会
に
１
３
３
名
が
参
加

受章者を代表して謝辞を述べる
株式会社旭製作所　大森 広宣 氏

式辞を述べる秋山会頭

右から 菅野選手、田中選手、和久井監督

１月5日　 新年名刺交換会
１月12日　 正副会頭会議
１月14日　 第90回電卓検定
１月19日　 経営革新講座
１月21日　 あきんど探検少年団視察
１月23日　 常議員会
 産業振興対策委員会正副委員長会議
１月24日　 観光環衛業部会新年懇談会
１月25日　 珠算振興委員会
１月26日　 経営革新講座
１月28日　 ものづくり探検少年団視察

日本商工会議所の動き

　日本・東京商工会議所、日本経済団体連合会、経済同

友会の経済3団体は1月5日、新年祝賀パーティーを開

催した。パーティーには、全国の経営者ら約1900人が

出席。安倍晋三首相も駆け付けた。

　日商の三村明夫会頭は乾杯のあいさつで、日本の成

長に向け、潜在成長率の引き上げと構造改革の2点を

強調。商工会議所の創設者である渋沢栄一が残した

『民間の力なくして国は発展しない』『民間は利益を上

げることは当たり前としても、同時に公益にも尽くさ

なければならない』との言葉を紹介し、「今こそ企業は

将来の見通しが不確かな中でも、リスクテイクしなが

ら積極的に行動すべき」と呼び掛けた。

　安倍首相は、「物価の上昇に後れを取らないような

賃上げがあってこそ、しっかりとデフレから脱却し

て、持続的に経済を力強く成長させることができる」

と述べ、4年連続のベア実施を要請した。

経済3団体新年祝賀パーティー

三村会頭「企業は積極的に行動すべき」

乾杯する三村会頭（左から2人目）と安倍首相（左）

　1月23日、当所で

常議員会を開催し

ました。協議に先立

ち、水戸地方裁判所

北村和裁判官から

裁判員制度につい

て、裁判員の選任や

役割、裁判員裁判の

日数等について説明を受けました。

　協議では12月の新入会員（別記）を承認。続いて平成28

年度一般会計および中小企業相談所特別会計、特定退職

金共済特別会計補正収支予算（案）について承認しまし

た。今回の補正予算の主な内容は、前年度繰越金の確定に

よるものと、消費税転嫁対策事業や伴走型小規模事業者

支援推進事業を中心に両会計で18，639千円となってい

ます。

　報告事項では、会員サービス委員会白土委員長から平

成28年度永年勤続優良社員等表彰式と会員交流会の開催

について、情報化委員会前島委員長からかいぎしょＮＥ

ＷＳ新年号の発行について、青年部佐藤会長から就活フ

ェスinひたちの開催についてそれぞれ説明がありました。

日立商工会議所の動き
1月の常議員会1月の常議員会

平成28年度一般会計及び中小企業相談所、

特定退職金共済特別会計補正予算を承認

1月1月1月

有限会社山本建設工業（とび・土木工事業）

　西成沢町1-35-37

居酒Bar公宴まえ（飲食業）　弁天町1-5-5

日本生命保険相互会社水戸支社日立営業部（生保業）

　幸町1-20-1

想い川（飲食業）　鹿島町1-21-30

まぜめん91（飲食業）　神峰町1-2-10

新入会員紹介新入会員紹介
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　２
月
８
日
、
ホ
テ
ル
天
地
閣
に
て

会
員
事
業
所
か
ら
推
薦
さ
れ
た
永
年

勤
続
社
員
、
も
の
づ
く
り
匠
と
優
良

会
員
を
表
彰
し
ま
し
た
。

　こ
の
表
彰
は
、
当
所
会
員
サ
ー
ビ

ス
委
員
会（
白
土
仙
一
郎
委
員
長
）が

主
管
と
な
り
、
会
員
事
業
所
に
永
年

勤
続
し
、
成
績
優
秀
で
他
の
模
範
と

な
る
社
員
や
、
も
の
づ
く
り
に
卓
越

し
た
技
能
者
を
毎
年
表
彰
し
て
い
る

も
の
で
す
。

　ま
た
、
優
良
会
員
表
彰
は
、
新
技

術
開
発
や
独
創
的
な
技
術
革
新
、
経

営
手
法
等
が
関
係
省
庁
や
業
界
団
体

に
認
め
ら
れ
高
い
評
価
を
得
た
会
員

事
業
所
を
表
彰
す
る
も
の
で
す
。

　今
年
度
は
東
日
本
大
震
災
に
よ
り

甚
大
な
被
害
を
受
け
な
が
ら
も「
う
の

し
ま
ヴ
ィ
ラ
」と
し
て
事
業
を
再
開
し
、

宿
泊
施
設
の
ほ
か
カ
フ
ェ
ダ
イ
ニ
ン

グ
ス
ペ
ー
ス
、
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ス
ペ

ー
ス
な
ど
を
新
設
し
、
利
用
者
の
す

そ
野
を
広
げ
る
工
夫
を
す
る
な
ど
、

今
後
の
観
光
施
設
の
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ

ル
と
し
て
地
元
業
界
へ
好
影
響
を
与

え
た
と
し
て
、
有
限
会
社
鵜
ノ
島
温

泉
旅
館
を
表
彰
し
ま
し
た
。

　こ
の
日
は
、
小
川
春
樹
日
立
市
長
、

岡
部
光
雄
市
議
会
議
長
、
大
場
由
雄

日
立
公
共
職
業
安
定
所
長
を
来
賓
に

迎
え
、
永
年
勤
続
社
員
43
名
、
も
の

づ
く
り
匠
１
名
、
優
良
会
員
１
社
に

秋
山
会
頭
か
ら
表
彰
状
が
授
与
さ
れ

ま
し
た
。

　式
辞
で
秋
山
会
頭
は「
受
章
さ
れ
た

皆
様
は
、
永
年
に
わ
た
り
、
誠
心
誠
意
、

職
務
に
精
励
さ
れ
、
成
果
を
収
め
ら
れ
、

後
進
の
指
導
育
成
に
も
大
き
な
役
割

を
果
た
し
て
こ
ら
れ
ま
し
た
。
ま
た
、

企
業
並
び
に
業
界
の
発
展
は
、
何
よ

り
も
皆
様
方
の
ご
活
躍
の
賜
物
で
あ

り
ま
す
。
心
か
ら
敬
意
を
表
し
、
感

謝
申
し
あ
げ
ま
す
。
優
良
会
員
の
受

章
に
つ
き
ま
し
て
は
、
こ
れ
ま
で
の

取
組
み
が
高
く
評
価
さ
れ
、
地
域
や

業
界
の
振
興
に
対
す
る
ご
尽
力
に
よ

る
も
の
で
す
。
大
変
頼
も
し
く
、
今

後
も
期
待
し
て
い
る
と
こ
ろ
で
す
。

こ
れ
ま
で
に
培
っ
て
こ
ら
れ
た
知
識

や
経
験
、
技
能
、
技
術
を
、
あ
と
に

続
く
人
た
ち
の
育
成
に
役
立
て
て
い

た
だ
く
と
と
も
に
、
職
場
の
リ
ー
ダ

ー
と
し
て
、
ま
た
業
界
の
先
導
者
と

し
て
卓
越
し
た
洞
察
力
と
指
導
力
を

遺
憾
な
く
発
揮
さ
れ
、
事
業
所

を
は
じ
め
業
界
そ
し
て
日
立
市

の
発
展
に
ご
尽
力
い
た
だ
け
る

こ
と
を
ご
期
待
申
し
あ
げ
ま
す
」

と
受
章
者
を
称
え
ま
し
た
。

　優
良
会
員
を
受
章
し
た
原
田

実
能
社
長
は「
今
回
の
受
章
を
機

に
日
立
の
魅
力
を
発
信
で
き
る

場
と
し
て
、
こ
れ
か
ら
も
頑
張

っ
て
い
き
た
い
」と
話
し
ま
し
た
。

　ま
た
、
表
彰
式
に
続
い
て
行

わ
れ
た
会
員
交
流
会
に
は
、
会

員
事
業
所
関
係
者
１
３
３
名
が

参
加
し
、
第
87
回
都
市
対
抗
野
球
大

会
で
準
優
勝
に
輝
い
た
日
立
製
作
所

野
球
部
の
和
久
井
勇
人
監
督
、
田
中

俊
太
選
手
と
菅
野
剛
士
選
手
に
よ
る

ト
ー
ク
シ
ョ
ー
や
お
楽
し
み
抽
選
会

を
楽
し
み
ま
し
た
。

第
62
回 

永
年
勤
続
優
良
社
員

第
16
回 

も
の
づ
く
り
匠
表
彰
式

第
10
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優

　良

　会

　員

第
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永
年
勤
続
優
良
社
員

第
16
回 

も
の
づ
く
り
匠
表
彰
式

第
10
回 

優

　良

　会

　員

表

彰

式

を

開

催

表

彰

式

を

開

催

会
員
交
流
会
に
１
２
０
名
が
参
加

会
員
交
流
会
に
１
３
３
名
が
参
加

受章者を代表して謝辞を述べる
株式会社旭製作所　大森 広宣 氏

式辞を述べる秋山会頭

右から 菅野選手、田中選手、和久井監督

１月5日　 新年名刺交換会
１月12日　 正副会頭会議
１月14日　 第90回電卓検定
１月19日　 経営革新講座
１月21日　 あきんど探検少年団視察
１月23日　 常議員会
 産業振興対策委員会正副委員長会議
１月24日　 観光環衛業部会新年懇談会
１月25日　 珠算振興委員会
１月26日　 経営革新講座
１月28日　 ものづくり探検少年団視察

日本商工会議所の動き

　日本・東京商工会議所、日本経済団体連合会、経済同

友会の経済3団体は1月5日、新年祝賀パーティーを開

催した。パーティーには、全国の経営者ら約1900人が

出席。安倍晋三首相も駆け付けた。

　日商の三村明夫会頭は乾杯のあいさつで、日本の成

長に向け、潜在成長率の引き上げと構造改革の2点を

強調。商工会議所の創設者である渋沢栄一が残した

『民間の力なくして国は発展しない』『民間は利益を上

げることは当たり前としても、同時に公益にも尽くさ

なければならない』との言葉を紹介し、「今こそ企業は

将来の見通しが不確かな中でも、リスクテイクしなが

ら積極的に行動すべき」と呼び掛けた。

　安倍首相は、「物価の上昇に後れを取らないような

賃上げがあってこそ、しっかりとデフレから脱却し

て、持続的に経済を力強く成長させることができる」

と述べ、4年連続のベア実施を要請した。

経済3団体新年祝賀パーティー

三村会頭「企業は積極的に行動すべき」

乾杯する三村会頭（左から2人目）と安倍首相（左）

　1月23日、当所で

常議員会を開催し

ました。協議に先立

ち、水戸地方裁判所

北村和裁判官から

裁判員制度につい

て、裁判員の選任や

役割、裁判員裁判の

日数等について説明を受けました。

　協議では12月の新入会員（別記）を承認。続いて平成28

年度一般会計および中小企業相談所特別会計、特定退職

金共済特別会計補正収支予算（案）について承認しまし

た。今回の補正予算の主な内容は、前年度繰越金の確定に

よるものと、消費税転嫁対策事業や伴走型小規模事業者

支援推進事業を中心に両会計で18，639千円となってい

ます。

　報告事項では、会員サービス委員会白土委員長から平

成28年度永年勤続優良社員等表彰式と会員交流会の開催

について、情報化委員会前島委員長からかいぎしょＮＥ

ＷＳ新年号の発行について、青年部佐藤会長から就活フ

ェスinひたちの開催についてそれぞれ説明がありました。

日立商工会議所の動き
1月の常議員会1月の常議員会

平成28年度一般会計及び中小企業相談所、

特定退職金共済特別会計補正予算を承認

1月1月1月

有限会社山本建設工業（とび・土木工事業）

　西成沢町1-35-37

居酒Bar公宴まえ（飲食業）　弁天町1-5-5

日本生命保険相互会社水戸支社日立営業部（生保業）

　幸町1-20-1

想い川（飲食業）　鹿島町1-21-30

まぜめん91（飲食業）　神峰町1-2-10

新入会員紹介新入会員紹介
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業種別概況

業況判断（DI値）について

製　造　業 小　売　業 建　設　業 サービス業

　自動車関連をはじめ、汎

用・建設用機械、電子部品の

生産は堅調に推移している。

家電製品関連では一部製品

が好調だが、取引先からのコ

ストダウン要請や受注案件

見直し等企業を取り巻く環

境は厳しく、先行き不透明感

は依然として強い。

　お歳暮やクリスマス・年末

商戦等季節的な需要があった

が、顧客の高齢化により購買

頻度の低下や来店回数減、競

合店との顧客争奪が激化して

いる。最寄品を中心とした低

価格志向も根強く、先行きに

対する懸念材料は多い。

　公共工事減少や民間受注

が伸び悩み、業界全体の景気

は低迷している。また、作業

員不足による工期の遅れや

民間工事の競争激化、加えて

県北地域の作業案件減少な

ど仕事量の格差を指摘する

声も聞かれる。今後も民間工

事の低迷及び公共工事の減

少が予想される。

　飲食店を中心に季節的需

要が高まったが、人手不足の

中で繁忙期を迎えるととも

に、原材料、原油価格高騰等

により収益は悪化。物流関係

では安全基準規制が強化さ

れ事業者の対応にも厳しさ

が伺える。

●全産業の業況は、▲20.7と前回調査時（▲26.3）から5.6ポイント改善した。今後の見通しでは▲14.6となり、一

部業種で改善される予想となったがばらつきもあり、業況改善の動きは依然として力強さを欠いている。

●製造業においては、▲5.0と前回調査時（▲8.7）から3.7ポイント改善した。今後の見通しでは△5.0と改善される

予想となったが、「悪化」から「不変」への変化が主因であり、実態は横ばい。

●小売業においては、▲12.5と一部で季節的需要の増加もあり、前回調査時（▲38.1）から25.6ポイント改善した。

今後の見通しでは▲20.8と再び悪化する予想となり、先行きに慎重な見方が伺え、足踏みが続く見通し。

●建設業においては、▲58.8と前回調査時（▲46.7）から12.1ポイント悪化し、依然としてマイナス値が大きく低水

準で推移している。今後の見通しでは▲23.5と改善することを見込んでいるがマイナス値は大きく厳しい予想と

なった。

●サービス業においては、▲14.3と前回調査時（▲19.1）から4.8ポイント改善した。今後の見通しでは▲19.1と先

行きに慎重な見方が伺え、一進一退の動きとなっている。

業況DIの推移

調査対象並びに回収状況

対象件数

回収件数

回収割合（％）

製造業

25

20

80.0

小売業

30

24

80.0

建設業

20

18

90.0

サービス業

25

21

84.0

計

100

83

83.0

・ＤＩ値は調査項目についての景況判断状況を表す。
　（△（＋）で上向き、▲（－）で下向き）
・強気、弱気等景況感の相対的な広がりを意味する。
　ＤＩ＝（増加・好転・不足等の回答割合）－
　　　　　　　　　　（減少・悪化・過剰等の回答割合）

調査時期

調査基準

1月（四半期毎に実施）

四半期毎の景況感を対前年同期と比較

平成28年度第3四半期

日立商工会議所全産業

製造業

小売業

建設業

サービス業

第4四半期

▲18.1

▲22.7

▲8.0

▲35.3

▲10.5

第1四半期

▲33.3

▲15.0

▲23.1

▲66.7

▲40.0

第2四半期

▲26.3

▲8.7

▲38.1

▲46.7

▲19.1

▲20.7

▲5.0

▲12.5

▲58.8

▲14.3

第3四半期 今後の見通し
（1月～3月）

▲14.6

△5.0

▲20.8

▲23.5

▲19.1

平成28年度平成27年度

製 造 業 サービス業全 産 業 小 売 業 建 設 業
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27/4四半期　　28/1四半期　　28/2四半期　　28/3四半期　28/4四半期見通し

　当所工業部会では、中小企業が市外で開催する展示会等

に出展する際の費用の一部を補助しています。

□対　 象　 者　　当所会員企業（工業部会員で1企業1回）

□補助対象費用　　出展小間料

□補 助 率 等　　補助率は補助対象費用の2/3以内で、

　　　　　　　　　限度額は2万円

　　　　　　　　 （申請多数の場合は限度額を調整します）

□対 象 期 間　　平成28年度中（平成28年4月～29年3月）

 　　　　　　　　　に実施したもの。または予定のあるもの。

□催　 事　 物　　市外で開催される産業製品フェア、

　　　　　　　　　技術展示会等

　　　　　　　　　※日立市からの補助があるものは除く。

□締　 切　 り　　平成29年2月28日（火）

□問　 合　 せ　　会員サービス課

　当所では商工会議所法に基づき、毎年「商工業者法定台
帳」の提出と管理運用に要する諸経費「負担金」をご負担
いただいております。
　ご理解ご協力をお願い申しあげます。
特定商工業者…
①地区内の営業所等で、常時使用する従業員が20人
　（商業・サービス業に属する事業を営まれている方の
　場合は5人）以上である方
②資本金額または払込済出資総額が300万以上の方
負担金…
　法定台帳は、法令で作成するように定められたもので、
法定台帳に関しての諸経費は、毎年特定商工業者の方々に
ご負担いただいております。
　負担金額は当所の場合4,000円（消費税課税対象外）です。

◆ 問合せ　総務課 ◆

産業製品フェア・技術展示会への出展を支援します 「特定商工業者負担金」納入のお願い

従業員の退職金を、計画的に積み立てる商工会議所の

特定退職金共済制度特定退職金共済制度特定退職金共済制度
退職金制度の確立は従業員の確保と定着化をはかり、企業経営の発展に役立ちます。

掛金は、従業員1人につき月額1,000円（1口）から30,000円（30口）まで1,000円
刻みで設定できます。

退職一時金・遺族一時金・退職年金のいずれかが従業員ご本人（またはご遺族）に
直接給付されます。

過去勤務期間の通算の取扱ができます。
※一部の商工会議所では本取扱を設けていない場合があります。本取扱の有無は最寄りの本共済実施商工
　会議所にご確認ください。

事業主が負担する掛金は全額損金または必要経費に計上できます。
※記載の税務の取扱は、平成26年7月現在の税制に基づくもので、将来において保証するものではありません。

国の制度（中小企業退職金共済制度）との重複加入も認められています。

この制度に加入するかしないかは事業主の任意ですが、加入する場合は全従業員を加入させなければなりません。
なお、期間を定めて雇われている者、試用期間中の者、季節的な仕事の為に雇われている者、パートタマー、求職中の者、非常勤の者
などは加入させなくてもさしつかえありません。

※本制度のお見積り、ご加入手続きは「制度引受保険会社」にお問合せください。
※本広告は、制度概要を示したものです。詳細および「制度引受保険会社」は最寄りの本共済実施商工会議所にご確認ください。

※この制度は商工会議所が生命保険会社と締結した
「新企業年金保険契約」に基づいて資産運用されます。日立商工会議所 商工会議所名簿 検索お問

合せ先

POINT1

POINT2

POINT3

POINT4

POINT5
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業種別概況

業況判断（DI値）について

製　造　業 小　売　業 建　設　業 サービス業

　自動車関連をはじめ、汎

用・建設用機械、電子部品の

生産は堅調に推移している。

家電製品関連では一部製品

が好調だが、取引先からのコ

ストダウン要請や受注案件

見直し等企業を取り巻く環

境は厳しく、先行き不透明感

は依然として強い。

　お歳暮やクリスマス・年末

商戦等季節的な需要があった

が、顧客の高齢化により購買

頻度の低下や来店回数減、競

合店との顧客争奪が激化して

いる。最寄品を中心とした低

価格志向も根強く、先行きに

対する懸念材料は多い。

　公共工事減少や民間受注

が伸び悩み、業界全体の景気

は低迷している。また、作業

員不足による工期の遅れや

民間工事の競争激化、加えて

県北地域の作業案件減少な

ど仕事量の格差を指摘する

声も聞かれる。今後も民間工

事の低迷及び公共工事の減

少が予想される。

　飲食店を中心に季節的需

要が高まったが、人手不足の

中で繁忙期を迎えるととも

に、原材料、原油価格高騰等

により収益は悪化。物流関係

では安全基準規制が強化さ

れ事業者の対応にも厳しさ

が伺える。

●全産業の業況は、▲20.7と前回調査時（▲26.3）から5.6ポイント改善した。今後の見通しでは▲14.6となり、一

部業種で改善される予想となったがばらつきもあり、業況改善の動きは依然として力強さを欠いている。

●製造業においては、▲5.0と前回調査時（▲8.7）から3.7ポイント改善した。今後の見通しでは△5.0と改善される

予想となったが、「悪化」から「不変」への変化が主因であり、実態は横ばい。

●小売業においては、▲12.5と一部で季節的需要の増加もあり、前回調査時（▲38.1）から25.6ポイント改善した。

今後の見通しでは▲20.8と再び悪化する予想となり、先行きに慎重な見方が伺え、足踏みが続く見通し。

●建設業においては、▲58.8と前回調査時（▲46.7）から12.1ポイント悪化し、依然としてマイナス値が大きく低水

準で推移している。今後の見通しでは▲23.5と改善することを見込んでいるがマイナス値は大きく厳しい予想と

なった。

●サービス業においては、▲14.3と前回調査時（▲19.1）から4.8ポイント改善した。今後の見通しでは▲19.1と先

行きに慎重な見方が伺え、一進一退の動きとなっている。

業況DIの推移

調査対象並びに回収状況

対象件数

回収件数

回収割合（％）

製造業

25

20

80.0

小売業

30

24

80.0

建設業

20

18

90.0

サービス業

25

21

84.0

計

100

83

83.0

・ＤＩ値は調査項目についての景況判断状況を表す。
　（△（＋）で上向き、▲（－）で下向き）
・強気、弱気等景況感の相対的な広がりを意味する。
　ＤＩ＝（増加・好転・不足等の回答割合）－
　　　　　　　　　　（減少・悪化・過剰等の回答割合）

調査時期

調査基準

1月（四半期毎に実施）

四半期毎の景況感を対前年同期と比較

平成28年度第3四半期

日立商工会議所全産業

製造業

小売業

建設業

サービス業

第4四半期

▲18.1

▲22.7

▲8.0

▲35.3

▲10.5

第1四半期

▲33.3

▲15.0

▲23.1

▲66.7

▲40.0

第2四半期

▲26.3

▲8.7

▲38.1

▲46.7

▲19.1

▲20.7

▲5.0

▲12.5

▲58.8

▲14.3

第3四半期 今後の見通し
（1月～3月）

▲14.6

△5.0

▲20.8

▲23.5

▲19.1

平成28年度平成27年度

製 造 業 サービス業全 産 業 小 売 業 建 設 業
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27/4四半期　　28/1四半期　　28/2四半期　　28/3四半期　28/4四半期見通し

　当所工業部会では、中小企業が市外で開催する展示会等

に出展する際の費用の一部を補助しています。

□対　 象　 者　　当所会員企業（工業部会員で1企業1回）

□補助対象費用　　出展小間料

□補 助 率 等　　補助率は補助対象費用の2/3以内で、

　　　　　　　　　限度額は2万円

　　　　　　　　 （申請多数の場合は限度額を調整します）

□対 象 期 間　　平成28年度中（平成28年4月～29年3月）

 　　　　　　　　　に実施したもの。または予定のあるもの。

□催　 事　 物　　市外で開催される産業製品フェア、

　　　　　　　　　技術展示会等

　　　　　　　　　※日立市からの補助があるものは除く。

□締　 切　 り　　平成29年2月28日（火）

□問　 合　 せ　　会員サービス課

　当所では商工会議所法に基づき、毎年「商工業者法定台
帳」の提出と管理運用に要する諸経費「負担金」をご負担
いただいております。
　ご理解ご協力をお願い申しあげます。
特定商工業者…
①地区内の営業所等で、常時使用する従業員が20人
　（商業・サービス業に属する事業を営まれている方の
　場合は5人）以上である方
②資本金額または払込済出資総額が300万以上の方
負担金…
　法定台帳は、法令で作成するように定められたもので、
法定台帳に関しての諸経費は、毎年特定商工業者の方々に
ご負担いただいております。
　負担金額は当所の場合4,000円（消費税課税対象外）です。

◆ 問合せ　総務課 ◆

産業製品フェア・技術展示会への出展を支援します 「特定商工業者負担金」納入のお願い

従業員の退職金を、計画的に積み立てる商工会議所の

特定退職金共済制度特定退職金共済制度特定退職金共済制度
退職金制度の確立は従業員の確保と定着化をはかり、企業経営の発展に役立ちます。

掛金は、従業員1人につき月額1,000円（1口）から30,000円（30口）まで1,000円
刻みで設定できます。

退職一時金・遺族一時金・退職年金のいずれかが従業員ご本人（またはご遺族）に
直接給付されます。

過去勤務期間の通算の取扱ができます。
※一部の商工会議所では本取扱を設けていない場合があります。本取扱の有無は最寄りの本共済実施商工
　会議所にご確認ください。

事業主が負担する掛金は全額損金または必要経費に計上できます。
※記載の税務の取扱は、平成26年7月現在の税制に基づくもので、将来において保証するものではありません。

国の制度（中小企業退職金共済制度）との重複加入も認められています。

この制度に加入するかしないかは事業主の任意ですが、加入する場合は全従業員を加入させなければなりません。
なお、期間を定めて雇われている者、試用期間中の者、季節的な仕事の為に雇われている者、パートタマー、求職中の者、非常勤の者
などは加入させなくてもさしつかえありません。

※本制度のお見積り、ご加入手続きは「制度引受保険会社」にお問合せください。
※本広告は、制度概要を示したものです。詳細および「制度引受保険会社」は最寄りの本共済実施商工会議所にご確認ください。

※この制度は商工会議所が生命保険会社と締結した
「新企業年金保険契約」に基づいて資産運用されます。日立商工会議所 商工会議所名簿 検索お問

合せ先

POINT1

POINT2

POINT3

POINT4

POINT5
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相談内容
経　　営（相談員：中小企業診断士）
　　　　…事業承継、経営改善、法人設立、起業など
労　　務（相談員：社会保険労務士）
　　　　…就業規則作成、雇用調整助成金申請など
税　　務（相談員：税理士）
　　　　…所得税、消費税、確定申告など税務一般
許 認 可（相談員：行政書士）
　　　　…会社設立等許可申請、建築・建設業許可など

専門相談会（随時受付）
相談内容
・債権回収に関するトラブル　・事業承継に関するトラブル
・契約に関するトラブル　　　・金銭貸借に関するトラブル
・労使関係に関するトラブル　・クレームに関するトラブル

　日　程（いずれの日も13：00～ 16：00）
　　3月10日（金）　　4月10日（月）
　相談員　茨城県弁護士会日立地区弁護士

法 律 相 談

自治・振興金融融資制度自治・振興金融融資制度
【自治金融】
○限　度　額　1,000万円
○期　　　間　運転7年　設備7年
○保　証　人　個人事業主は原則不要。
　　　　　　　法人の場合は代表者。
　　　　　　　※特別な事情がある場合は、その他に
　　　　　　　　連帯保証人が必要になります。
○担　　　保　原則不要
　利率1.06％（平成29年2月1日現在）
【振興金融】
○限　度　額　2,000万円
○期　　　間　運転7年　設備7年
○保　証　人　個人事業主は原則不要。
　　　　　　　法人の場合は代表者。
　　　　　　　※特別な事情がある場合は、その他に
　　　　　　　　連帯保証人が必要になります。
○担　　　保　必要に応じて徴求
　利率1.16％（平成29年2月1日現在）

※どちらも年利1.0％の利子補給が受けられます。お申込み・
　お問合せはお近くの金融機関または経営支援課まで

　事業経営が不振に陥った時は、「早期に適切な手を打つ」ことが重要なポイントです。受注・販
売不振、手形の決済などで事業経営の先行きに不安が生じたらできるだけお早めに『経営安定特
別相談室』にご相談ください。

○経営安定特別相談室とは…
　経営不振に陥った事業所から相談を受け、再建
の見込みがある企業については関係機関との協
力により再建の方策を講じるなど倒産を未然に
防止することを目的に設置されているのが「経営
安定特別相談室」です。相談室では商工調停士等
の専門家が相談に応じます。

○商工調停士とは…
　中小企業の倒産に関わる諸問題について解決
に向けての相談・アドバイスを行ないます。商工
調停士は、当所会頭から委嘱されています。

○お申込みにあたって…
　経営不振に陥った経緯などをお聞かせいただ
くとともに相談アドバイスに必要な資料の提出
をお願いしています。

相談無料・秘密厳守　お申込およびお問合せは経営支援課まで。相談無料・秘密厳守　お申込およびお問合せは経営支援課まで。

困った時には早めの相談！

相 談 の 手 順

相 談 申 込

相談内容の検討

・経営、財務内容の把握と分析

・倒産防止の方策の検討

調 停
債権者等関係者
への協力要請

・金融斡旋

・手形処理指導

・事業転換指導

・円滑な整理方法の検討

・法的手続き等の指導、助言

経営 安 定特別相談室

小規模事業者経営改善資金融資制度（マル経）小規模事業者経営改善資金融資制度（マル経）
【マル経制度】
○限　度　額　2,000万円
　　　　　　　※1,500万円超は事業計画書添付
○期　　　間　運転7年　設備10年
○保証・担保　原則不要
　利率1.16％（平成29年2月1日現在）

【マル経をご利用頂ける方】
○日立市内(十王地域を除く)で1年以上継続して同一事
業を営んでおり、税務申告をしている方

○当所の経営指導を原則として6ヶ月以上受けている方
○従業員20名以下（商業・サービス業は5人以下）の小規
模事業者の方

○所得税（法人税）、事業税、住民税を完納している方

※年利1.10％の利子補給が受けられます。
　お申込み・お問合せは経営支援課まで

◉ 会員限定・相談無料・秘密厳守 ◉


